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三浦市水道ビジョン(経営戦略)＜概要版＞ 
令和３（2021）年度～令和１２（2030）年度 

 

はじめに 
「三浦ならでは」の三浦市水道ビジョン(経営戦略)について 

 

平成 30(2018)年度から令和２(2020)年度までの「三浦市営水道事業の課題解決に向けた検討会」の支援を受け

たアセットマネジメントで浮かび上がった三浦市水道事業の将来像では、30 年後の三浦市は人口が約半分になって

しまい、水道事業を維持するには、水道料金が現在の 2.7 倍を超えることが試算されるという「弱み」が露呈しまし

た。また、事業費抑制の観点から、職員の削減を図ってきましたが、今後の水道施設更新に当たっては、十分とはい

えない体制となっています。 

 

一方で、令和元(2019)年度の基幹管路の耐震適合率は 98.4％と県内平均を２倍以上も上回り、耐震性をほぼ有

していること、また、給水範囲がそれほど広くないことから、市内全域の将来需要を見据えながらも、この 10 年間

は重要給水施設管路を中心とした更新費用に絞り、その他は修繕対応で、更新箇所の箇所付けまで具現化できるとい

う「強み」も整理出来ました。 

 

既に、神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀市及び神奈川県内広域水道企業団の５水道事業者等の協力により、広域

化のメリットを受けてはいるものの、このように厳しい将来像を抱えた本市において、まずはこの 10 年間は、「強

み」を生かした整備計画で、市民生活への過度な影響を避けつつ料金改定を行い、一般会計の補助金(基準外繰入金)

を補填して経営している現状を改善させ、経営の安定化を図ることが重要です。 

 

そして、経営安定化を図った上で、安全で良質な水の安定供給と水道の基盤強化をより確かなものにするために、

本市としてはさらなる広域化として、既に広域的な水道事業を運営している県営水道との統合を将来的な理想像とし

ました。 

 

「三浦ならでは」の三浦市水道ビジョン(経営戦略)は、三浦半島の先端に位置するという三浦市の地域性と広域的

な視点を考慮した独自のビジョンを示すもので、公衆衛生の向上と生活環境の改善に寄与する「水道」の公平性の実

現を目指すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 ビジョンの策定にあたって 
1.1 計画の目的 

本計画は、第４次三浦市総合計画を上位計画とする、水道事業に関する個別計画において最上位に位置する

水道事業のマスタープランです。策定にあたっては、国や神奈川県の計画と整合を図り、水道使用者に将来に

わたり安全な水道水をいつでも安定供給し、水道事業を持続的に運営していくことを目的として、目指すべき

方向性と目標を掲げ、その実現のための方策等を定めます。なお、本計画は「三浦市水道事業経営戦略」を包

含して「三浦市水道ビジョン(経営戦略)」（以下「本ビジョン」という。）として策定します。 
 

図 1-1 本ビジョンの背景と位置付け 

 
1.2 計画期間 

本ビジョンは、当面の目標到達点を 10 年後とし、計画期間を次のとおり設定します。 
 

計画期間 令和３（2021）年度から令和 12（2030）年度 
 

1.3 計画策定の手法 
本ビジョンに先立ち「三浦市水道事業アセットマネジメント」を策定し、100 年後までの水道施設更新需要

及び６０年後までの財政収支の見通しを試算し、水道事業の持続可能性を探りました。本ビジョンは、10 年

後の目標を実現するための施策を示すものですが、これまでの振り返りに加え、アセットマネジメントに基づ

く未来起点思考の計画手法も取り入れています。 
 

表 1-1 計画策定手法と関連計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三浦市水道事業基本計画

三浦市営水道事業に関する検討に
ついて(平成22(2010)年３月)

◆水道ビジョン
(平成16(2004)年６月策定)

◆新水道ビジョン
(平成25(2013)年３月策定)

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

水安全計画

耐震化計画

【厚生労働省】

【総務省】

推進のための

戦略的アプローチ

主な上位計画
第４次三浦市総合計画（平成13(2001)年3月）（平成13(2001)年度～令和7(2025)年度）
三浦みらい 創生プラン（平成29(2017)年３月）
・基本計画（平成29(2017)年度～令和7(2025)年度）

・実施計画（三浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略）（令和3(2021)年度～令和7(2025)年度）

主な関連計画

◆三浦市人口ビジョン（平成27(2015)年10月）

◆三浦市公共施設等総合管理計画（平成29(2017)年３月）

◆三浦市地域防災計画：地震災害対策計画編（平成30(2018)年３月修正）

◆三浦市地域防災計画：風水害等災害対策計画編（平成31(2019)年３月修正）

平成26(2014)年8月29日付通知
公営企業の経営に当たっての留意事項につい
て

平成31(2019)年3月29日付通知
「経営戦略」の策定・改定の更な
る推進について

平成28(2016)年1月26日付通知
「経営戦略」の策定推進について

三浦市営水道事業に関する検討会
設置(平成20(2008)年5月)

三浦市水道ビジョン(経営戦略)
（令和３(2021)年度～令和12(2030)年度）

三浦市水道事業アセットマネジメント
（令和３(2021)年度～令和102(2120)年度）

三浦水道事業変更認可
(第6回拡張事業:平成4(1982)年3月)

（令和３(2021)年度～令和27(2045)年度）

神奈川県水道ビジョン
（平成28(2016)年３月）

三浦市営水道事業の課題解決に向けた
検討会設置(平成30(2018)年5月)

80年以上の歴史 10年後 20年後 30年後 40年後 50年後 60年後 70年後 80年後 90年後 100年後

三浦市水道事業
基本計画

三浦市水道事業
アセットマネジメント

三浦市水道ビジョン
（経営戦略）

水道施設の更新需要の見通し

水道事業の財政収支の見通し

目標実現の

ための施策

施設整備計画

目

標

経
営
の
持
続

バックキャスト（未来起点思考）
フォアキャスト

（振り返り）
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第２章 水道事業の概要 
2.1 現行の事業認可 
  現行の事業認可は平成４(1992)年３月 31 日に取得した第６回拡張事業認可で、各種認可値は次のとおりとな

っています。認可値は水需要が増加傾向にある中で計画されたものであり、減少傾向にある現在の数値と比較する

と大幅に乖離が生じています。 
 
表 2-1 認可値と実績値 

  
平成４(1992)年 

3 月 31 日 

認可値 

 

過去最高値 

令和元(2019) 

年度 

実績値 

差引 
対認可値 

比率 

給水人口 [人] 
 

70,000 

平成 6(1994)年度 

54,142 

 

42,032 

 

-27,968 

 

60.05% 

一日平均給水量 [m3/日] 
 

28,500 

平成 6(1994)年度 

24,064 

 

16,428 

 

-12,072 57.64% 

一日最大給水量 [m3/日] 
 

38,300 

平成 7(1995)年度 

31,400 

 

19,497 

 

-18,803 50.91% 

 

2.2 水道施設 
  現在は水源の全量を浄水受水として運用しています。近年の一日最大給水量は 20,000m3/日前後で推移して

いるため、十分な水源水量を確保している状態にあります。 
 
表 2-2 認可時と現在の水源水量                            （単位:m3/日） 

 自己水源 

相模川 

高度利用 

配分水量 

宮ヶ瀬ダム 

配分水量 

水源水量 

計 

第６回拡張事業認可 8,000 18,000 13,300 39,300 

現在 0 1,500 27,800 29,300 

 

図 2-1 本市の受水系統と配分水量の図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 現状評価と課題 
3.1 現状評価の方法 

水道事業の現状評価は、日本水道協会規格の「水道事業ガイドライン JWWA Q 100:2016」 業務指標

（ＰＩ：Performance Indicator）により行いました。業務指標は、厚生労働省が掲げる＜安全＞ ＜強靭＞ 

＜持続＞ の 3 つの観点に基づき、水道水の安全性、水道施設の強靭性、水道事業の持続性について体系的に

分析・評価を行いました。 
 

表 3-1 安全、強靭、持続の観点と着目する業務指標 

観点  着目する業務指標  

安全  水質管理に係る指標  

強靭  耐震化、災害への備えに係る指標  

持続  効率性、老朽化対策、財務状況、料金に係る指標  

 

3.2 水道事業の課題整理 

安全、強靭、持続の観点から分析・評価を行った結果より整理された課題と方向性を以下に示します。また、評

価によって得られた本市水道事業の「強み」と「弱み」を整理しました。 
 
表 3-2 本市水道事業の課題まとめ 

 
 

表 3-3 本市水道事業の強みと弱み 

  

観点 項目 着目すべき業務指標 課題と方向性

平均残留塩素濃度 0.4mg/L以下の達成

総トリハロメタン濃度水質基準比率 監視の継続

配水池の耐震化率 小網代配水塔等の耐震化

管路の耐震管率及び基幹管路の耐震適合率 老朽管の更新

配水池の貯留能力 配水池の耐震化と容量の適正化

給水人口一人当たり貯留飲料水量 配水池の耐震化

車載用の給水タンク保有度 応急給水資機材の維持

有収率 老朽管の計画的な更新による漏水の防止

配水量１㎥当たり電力消費量 配水効率の更なる向上

法定耐用年数超過管路率 昭和30～40年代の管路の更新

管路の更新率 管路更新率の向上

経常収支比率 事業存続のための収支改善

給水収益に対する職員給与費の割合 施設更新に備えた人員確保

給水収益に対する企業債残高の割合 人口減少時代を考慮した財源計画

流動比率 100%以上に早期回復

企業債償還元金対減価償却費比率 100%以下への抑制

料金回収率、供給単価、給水原価 供給単価の適正化

１か月20㎥当たり家庭用料金 料金水準の検討

水道水の安全性

水道施設の強靭性

水道事業の持続性 

水質管理

耐震化状況

災害への備え

効率性

老朽化対策

財務状況

料金

水道水の安全性 安定した水質の受水

水道施設の強靭性 高い基幹管路の耐震化適合率

水道事業の持続性 高い配水効率

水道水の安全性 残留塩素濃度の管理の難しさ

水道施設の強靭性 低い配水池の耐震化率

水道事業の持続性 収支マイナスが続く財政収支

強み

弱み
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第４章 将来の事業環境 
4.1 将来の水需要 

本ビジョンの計画目標年次である令和 12(2030)年度までの給水人口と給水量の推計結果を図 4-1 に示し

ます。給水人口は令和４(2022)年度に 40,000 人を割り込み、一日平均給水量は令和 6(2024)年度に

15,000㎥/日を下回る見通しです。令和 12(2030)年度では給水人口 34,112 人、一日平均給水量は 13,049

㎥/日と推計され、最新実績の令和元(2019)年度に対して約８割程度まで減少することが見込まれました。今

後は積極的に施設のダウンサイジングを図る必要があります。 

 

図 4-1 令和 12(2030)年度までの給水人口、給水量の推計結果 

 
 

4.2 過去の投資額 
（１）過去の投資について 

本市水道事業は、昭和９(1934)年７月に旧三崎町において創設され、翌年の昭和 10(1935)年に給水を開

始したことから始まっています。本市水道事業がこれまでに施設整備を行ってきた構造物、管路、設備の各固

定資産の取得額について、アセットマネジメント手法に基づき各年度の推移と累計額を図 4-2 に整理しまし

た。過去の投資額には既に除却された資産も含んでいますが、現在価値化した総投資額は約 249 億円で、昭

和 35(1960)年度～平成 29(2017)年度の１年当たり平均投資額は約 4.3 億円となっています。固定資産の

内訳は、管路が最も多く 221 億円（89％）、続いて設備 15 億円（6%）構造物 13 億円（5％）となってい

ます。 

 

図 4-2 年度別固定資産の取得価額（現在価値化）と累計額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 将来の事業環境のまとめ 
将来の事業環境について、「機会」と「脅威」の視点から以下に整理しました。 
 
 

表 4-1 将来の事業環境のまとめ 

将来の事業環境 機 会 脅 威 

水需要の見通し 積極的な施設のダウンサイジング 給水人口の減少による水需要と給水収益の減少 

施設更新の見通し 
アセットマネジメント手法の活用と長寿

命な資機材の導入 

老朽化施設の増加に起因する事故の発生と水質

悪化 

財政の見通し 
料金水準・料金体系の検討、国庫補助や交

付金の活用 

事業運営上の資金の枯渇、水道料金の高料金化 

組織体制の見通し 
関係者との連携強化、民間活用、情報通信

技術等の活用、充実した管路管理体制 

技術職員の不足による技術継承問題 

想定される自然災害 日頃からの災害への備え 都心南部直下型地震、気候変動による風水害 

広域連携 県営水道への統合 連携体制の弱まり 

 

4.4 今後の施策の方向性 
第３章で整理した現状の評価に加え、本章で整理した将来の事業環境で見据える機会と脅威を踏まえて、今

後 10 年間の水道事業が向かうべき方向性を表 4-2 に整理しました。 

 
 

表 4-2 本市水道事業の今後の施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11,358 11,237 11,072 10,881 10,756 10,464 10,241 10,020 9,839 9,620 9,401 9,220 9,002 8,786 8,605 8,392

2,849 2,769 2,837 2,792 2,812 2,743 2,715 2,688 2,662 2,637 2,612 2,587 2,564 2,541 2,518 2,496

360 371 374 375 365 354 352 349 347 344 342 341 339 337 336 334

14,567 14,377 14,283 14,048 13,933
13,561 13,308 13,057 12,848 12,601 12,355 12,148 11,905 11,664 11,459 11,222

17,121 16,809 16,924 16,530 16,428 15,954 15,638 15,325 15,062 14,755 14,450 14,192 13,891 13,594 13,340
13,049

20,142 20,364
19,689 19,774 19,497 19,672 19,282 18,896 18,572 18,194 17,818 17,499 17,128 16,762 16,449 16,090

44,952 44,126 43,465 42,836 42,032
41,361 40,640 39,919 39,199 38,478 37,757 37,028 36,298 35,569 34,840 34,112
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収支マイナ
スが続く財
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弱み

積極的なダウンサイジングにより水道水の滞
留を防ぎます。

情報通信技術等を活用して水質の監視を強化
します。

更新時期の前倒しや統廃合を検討し、配水池
等の更新を行います。

配水池の耐震化によって災害時の必要水量を
確保します。

長寿命な資機材を取り入れて更新費用を抑制
する等経営改善に努め、広域化を推進しま
す。

県、近隣水道事業体、民間企業との連携方策
等により経営改善と人材交流に努め、広域化
を推進します。

計画的な更新によって災害時にも強い管路を
維持します。

災害時の拠点となる施設へ接続する管路の耐
震化を優先的に行います。

新技術を活用して運転・維持管理コスト削減
を図ります。また、それほど広くない給水区
域における管路管理の優位性を活かし、重点
更新区間を特定します。

災害時においても必要な電源を確保します。

政策の方向性 具体的な方策

強み

関係者と連携して安定した水質の確保を目指
します。

老朽化や滞留による水質悪化を防ぎます。
複数系統受水によるバックアップ体制を確保
します。
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0

50

100

150

200

250

300

0

3

5

8

10

13

15

昭
和

1
0
(1
9
35
)

昭
和

1
2
(1
9
37
)

昭
和

1
4
(1
9
39
)

昭
和

1
6
(1
9
41
)

昭
和

1
8
(1
9
43
)

昭
和

2
0
(1
9
45
)

昭
和

2
2
(1
9
47
)

昭
和

2
4
(1
9
49
)

昭
和

2
6
(1
9
51
)

昭
和

2
8
(1
9
53
)

昭
和

3
0
(1
9
55
)

昭
和

3
2
(1
9
57
)

昭
和

3
4
(1
9
59
)

昭
和

3
6
(1
9
61
)

昭
和

3
8
(1
9
63
)

昭
和

4
0
(1
9
65
)

昭
和

4
2
(1
9
67
)

昭
和

4
4
(1
9
69
)

昭
和

4
6
(1
9
71
)

昭
和

4
8
(1
9
73
)

昭
和

5
0
(1
9
75
)

昭
和

5
2
(1
9
77
)

昭
和

5
4
(1
9
79
)

昭
和

5
6
(1
9
81
)

昭
和

5
8
(1
9
83
)

昭
和

6
0
(1
9
85
)

昭
和

6
2
(1
9
87
)

平
成

1
(
19

8
9)

平
成
3
(
19

9
1)

平
成

5
(
19

9
3)

平
成

7
(
19

9
5)

平
成

9
(
19

9
7)

平
成

1
1
(1
9
99
)

平
成

1
3
(2
0
01
)

平
成

1
5
(2
0
03
)

平
成

1
7
(2
0
05
)

平
成

1
9
(2
0
07
)

平
成

2
1
(2
0
09
)

平
成

2
3
(2
0
11
)

平
成

2
5
(2
0
13
)

平
成

2
7
(2
0
15
)

平
成

2
9
(2
0
17
)

（累計億円）（億円/年度） 年度別固定資産と累計額（現在価値換算）

設備 管路 構造物 累計

構造物

13億円
5%

管路

221億円
89%

設備

15億円
6%

固定資産の内訳(現在価値換算)

昭和35(1960)年度以降1年当たり平均4.3億円

(年
度
)

約60億円

ず
い
道
配
水
池

宮
ヶ
瀬
共
同
施
設

(年
度

) 



4 

 

第５章 水道の基本理念 
5.1 基本理念 

三浦市水道事業の基本理念を次のように定め、水道サービスの向上に努めます。 

 

三浦市水道事業の基本理念 

安全な水道水を安定していつでもお届けします 
 

5.2 目指すべき姿 

本市水道事業の基本理念に基づき、「安全」、「強靭」、「持続」の視点から目指すべき姿を掲げます。 
 

図 5-1 水道事業の目指すべき姿 

 
 

5.3 基本方針と目標設定 
基本理念と目指すべき姿を念頭に、本市水道事業の課題、将来の事業環境を踏まえて、今後 10 年間の基本

方針と目標を設定しました。 
 

表 5-1 基本方針と目標設定 

 

第６章 実現方策 
6.1 実現方策の体系 

今後 10 年間の基本方針に基づき、次のとおり１４の実現方策を定め、実施計画を掲げ、重点管理する業務

指標（KPI：Key Performance Indicator の略）を設定して、目標達成に努めます。 
 
表 6-1 目標達成に向けての実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点 項目 基本方針 目標設定

安全 水質管理 水質管理の徹底 平均残留塩素濃度0.4mg/L以下の達成

配水池耐震化率の向上 配水池の耐震化率6%の向上

管路の耐震管率の向上 管路の耐震管率54.5%以上

非常時の水量確保 非常時対応容量の確保

災害時の給水確保 重要給水施設管路の耐震適合率96.9%

管路の漏水防止 有収率0.1%/年の向上

計画的な管路更新 管路更新率0.5%以上の継続

新技術の活用 設備更新における新技術の導入

経常収支比率の改善 経常収支比率の改善

企業債の活用と管理 給水収益に対する企業債残高の割合500%未満

事業基盤の強化 料金回収率の改善

資金の確保 内部留保資金の確保

人材の確保・育成 事業量に応じた人員の確保

関係者との連携 広域連携・官民連携

強靭

耐震性の確保

災害への備え

持続

施設

経営

組織

前期計画 後期計画

令和3(2021)年度
～令和7(2025)年度

令和8(2026)年度
～令和12(2030)年度

目標設定
現状

令和元(2019)
年度

計画
令和12((2030)

年度

法定の水質検査等

滞留の改善

自動水質測定装置 配水池等の更新時に合わせて導入検討

ずい道配水池 パイパス管整備事業実施

小網代配水塔 全面更新事業実施

基幹管路

配水支管

高山配水池

ずい道配水池

小網代配水塔 緊急遮断弁等の定期的な点検・修繕 定期的な点検・修繕及び全面更新事業実施

松輪配水池

岩浦中継ポンプ所

⑤重要給水施設
管路の耐震化

重要給水施設管路 重要給水施設管路耐震化事業実施
重要給水施設管路の
耐震適合率96.9%

95.5% 96.9%

漏水調査

有収率向上

送水管・配水管

給水管

高山配水池

ずい道配水池

小網代配水塔 全面更新に合わせて設備更新

松輪配水池

岩浦中継ポンプ所

支出削減

定期的な料金見直し 収支見通しの作成・料金改定資料作成・審議 収支見通しの作成・料金改定資料作成・審議

経常収支比率の管理

⑩健全経営によ
る事業の持続

企業債残高の管理
給水収益に対する企業債残高

の割合500%未満 418% 500%未満

⑪独立採算制の
発揮

料金回収率の管理 料金回収率の改善 81.39%

計画期間
10か年
平均で

90%以上

⑫安定的な財源
確保

非常時財源の確保 資金の積み立て開始 一定の資金残高を確保 資金の確保 0円 2億円以上

人材確保

民間企業活用

広域連携

お客様

官民連携

⑭関係者との情
報共有と連携

継続的な取り組みによって支出を削減

経常収支比率を経営の基本指標として管理

企業債残高対給水収益比率を健全経営の指標として管理

料金回収率を独立採算性の指標として管理

広報誌の発刊とお客様の声の反映

平常時・非常時の連携強化と保護・育成

県営水道統合へ向け
ての広域連携・官民
連携の推進

積極的な民間企業活用

本市の取組みを水道広域化推進プランへ位置付け、
県営水道との統合にあたっての課題の整理

ポンプ・制御盤・受変電設備・自家発電設備・中央監視設備等の更新

ポンプ・制御盤・受変電設備・自家発電設備等の更新

ポンプ・制御盤・受変電設備・自家発電設備等の更新

ポンプ・制御盤・受変電設備・自家発電設備等の更新

設備更新における新
技術の導入

経常収支比率の改善

事業量に応じた人員
の確保

管路更新率0.5%以上
の継続

事業量に応じて必要な人材を確保

実現方策

①残留塩素濃度
の管理

②小網代配水塔
等の耐震化

③老朽管更新に
伴う管路の耐震
化

④災害時の飲料
水の確保

内容又は対象

残留塩素濃度の継続監視

配水池等・管路の更新時にダウンサイジング

老朽管更新事業実施（優先度の高い路線）

配水区域をエリア毎に分けて継続的に実施

漏水調査により優先度の高い老朽管から更新

更新基準年数100年の管材料の採用、優先度を考慮し
管路更新率の維持と健全性確保の両立

更新基準年数100年の管材料の採用、配水管の更新に合わせて更新

老朽管更新事業実施（武山系送水管関連）

非常時対応容量の確
保

⑥漏水調査と有
収率の向上

緊急遮断弁・自家発電設備等の定期的な点検・修繕

緊急遮断弁・自家発電設備等の定期的な点検・修繕

緊急遮断弁・自家発電設備等の定期的な点検・修繕

自家発電設備等の定期的な点検・修繕

有収率0.1%/年の向
上

県の水道広域化
推進プランに本
市水道事業の広
域連携について

位置づける

KPI（重点管理する業務指標）

86.0%

0.5%

計画的な
更新事業

による対応

計画期間
10か年
平均で

100%以上

資本勘定
職員数4名

以上

0.3%

修繕による
対応

95.20%

資本勘定
職員数3名

0.40mg/L

9.6%

54.5%

定期的な
点検・修繕

の実施
と状況報告

0.44mg/L

災害に強い
強靭な水道

健全な水道事
業

経営の持続

観点

安全な水道水
の供給

年１回以上
の協議

3.5%

49.8%

定期的な
点検・修繕

の実施

84.8%

⑦優先度を考慮
した老朽管の更
新

⑧高効率設備・
情報通信技術の
活用

⑨支出削減と定
期的な料金見直
し

⑬施設更新事業
の担い手確保

平均残留塩素濃度0.
4mg/L以下の達成

配水池の耐震化率6.
0%の向上

管路の耐震管率54.5
%以上
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第７章 経営戦略 
7.1 経営の基本方針 

第５章 三浦市水道ビジョンで定めた、「健全な水道事業経営の持続」に関する基本方針を経営戦略の基本方

針とし、目標を設定しました。 

 

表 7-1 経営の基本方針と目標設定 

観点 項目 基本方針 目標設定 

持続 経営 

１．経常収支比率の改善 経常収支比率の改善 

２．企業債の活用と管理 給水収益に対する企業債残高の割合 500%未満 

３．事業基盤の強化 料金回収率の改善 

４．資金の確保 内部留保資金の確保 

 

7.2 投資計画 
今後１０年間について次の３ケースの投資計画を作成しました。本格的な施設更新時期を迎えて事業量が多

いため、令和３（2021）年度～令和 4（2022）年度を準備期間として設定し、施設更新工事は令和５（2023）

年度から着手するものとして計画しました。 

 

表 7-2 投資計画のケース一覧 
投資計画 構造物及び設備 基幹管路 配水支管 

ケース１ 

 

令和 2（2020）年度以降の更新需

要を 10 か年毎に合計して１年当

たり平均更新需要を投資額とす

る。 

令和 2（2020）年度以降の更新需

要を 20 か年毎に合計して１年当た

り平均更新需要を投資額とする。 

武山系送水管の更新を一部前倒しし

て着手する。 

（管路更新率 1.0%） 

令和 2（2020）年度以降の更新

需要を100か年分合計して１年

当たり平均更新需要を投資額と

する。 

 

（管路更新率 1.0%） 

ケース２ 同上 同上 上記の管路更新率が 0.6％とな

るように投資額を低減する。 

ケース３ 

「三浦ならでは」 

令和 2（2020）年度～令和 12

（2030）年度に発生する更新需

要に対して、現実的な事業期間を

考慮して 10 か年計画に割り振る。 

横須賀市配水本管更新工事に共同参

画し、水量に応じた事業費を本市が

負担する。（以下：横須賀市配水本

管更新事業参画） 

武山系送水管の撤去工事は上記配水

本管の供用開始後を見込み、令和

13(2021)年度以降とする。 

アセットマネジメントの更新需

要の結果を踏まえ、更新対象路

線を絞り込み、現実的な更新計

画を積上げによって策定する。 

（管路更新率 0.5%） 

 

 

図 7-1 採用した投資計画（ケース３） 

 

 

7.3 財政計画 
各投資計画のケースについて、財政収支の見通しを試算しました。その結果、本市水道事業の財政基盤の健

全性が著しく損なわれない範囲で、必要最小限の施設更新と耐震化を図ることが可能となるケース３を採用し

ました。 

 

表 7-3 財政・収支試算結果の比較（ケース１、ケース２、ケース３） 

 
 

7.4 経営戦略のまとめ 
  本市水道事業の経営は非常に苦しい状況にあります。基本方針に掲げた４つの重点項目に対して、自助努力

はもとより、お客様を含めた関係者と連携し、理解と協力を得ながら、改善の可能性を追求し、以下の戦略を

発揮させながら積極的な姿勢で取り組みます。 

 

表 7-4 経営の合理化・改善に関する戦略 

項 目 内 容 実施時期 

広域連携の推進 

県営水道との統合にあたっての課題を整理した上

で、県と連携して検討を進めます。 

本計画策定後 

従来からの連携をさら

に強化 

アセットマネジメントの充実 

（施設・設備の長寿命化等によ

る投資の平準化） 

アセットマネジメント手法に基づく資産管理を実践

し、投資の平準化を図り、ライフサイクルコストに

優れた効率的な水道システムを構築します。 

令和 5（2023）年度

よりアセットマネジメ

ントに基づく更新事業

に着手 

施設・設備の廃止・統合 

（ダウンサイジング） 

今後の施設更新にあたっては、積極的に統廃合・施

設規模の適正化を図ります。 

給水量の動向に合わせ

て継続的に実施中 

施設・設備の合理化 

（スペックダウン） 

設備更新時に最新技術等を取り入れて合理化を図

り、管理上必要なスペックとします。 

設備更新に合わせて継

続的に実施中 

経営の健全化と施設更新財源の

確保 

老朽化施設の更新や耐震化を図るために必要最低限

の事業費を確保するために、水道料金を 26%値上げ

します。 

令和 4（2022）年度

実施予定 

本ビジョン（経営戦略）の中間

見直し 

計画期間の前半の取り組みについて中間見直し時に

振り返り、後半における収支ギャップの解消に向け

て再度検討を行います。 

令和 7（2025）年度

実施予定 

民間の資金・ノウハウ等の活用 

（PPP/PFI 等の導入等） 

現段階においては、浄水場を有していない本市水道

事業の規模を考慮すると、PPP/PFI 等の導入による

民間活用策が具体的に描けないことから、個別委託

により民間企業の活用を図ります。 

本計画策定後 

従来からの民間活用を

さらに強化 

 

 

第８章 計画の推進に向けて 
本ビジョンの実施状況については、令和７（2025）年度に中間見直しを実施し、継続的に評価・検証を行い

ます。また、計画と達成状況に大きく差が生じた場合や、計画の前提となる経営・財政の条件が大幅に乖離す

る場合には、適宜見直しを行います。 


